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研究成果の概要（和文）：Capra et al.(2009 Economic Journal)の貧困の罠がある経済成長モデルを実験プラットフ
ォームとし、マクロ経済実験を行った。先行研究がZtreeという専用のソフトウェアで実験環境を構築していたのと対
照的に、本研究ではMacのパソコンがあれば誰でも経済実験が行える環境を開発した。経済実験の結果の頑健性が問題
となる昨今においては、簡便で追試が容易な実験環境を構築すること自体が重要な貢献であり、本研究ではこの点に特
に重点をおいて推進した。

実験データは30人から得ることができ、驚くべきことに、全てのセッションにおいて常に貧困の罠から抜け出すことが
できないという結果をえた。

研究成果の概要（英文）：Building on the study of Capra et al.(2009 Economic Journal), we conducted 
arguably the first macroeconomics experiments in Japan. Our experimental results are sharp: in all the 
sessions from 30 subjects, the economies never got out of poverty traps. The results were due to poor 
coordination among experimental subjects, who just focused on their own profits. Our contribution in this 
project is not just about experimental results, but also about preparations of experiments. Nowadays the 
robustness of experimental results are questioned and it is important for researchers to provide the 
possibility of replications of their studies. We prepared a Ztree-free experimental environment which is 
accessible for anyone with a Macintosh computer. In constructing such an environment, substantial portion 
of our resources were invested.

研究分野： マクロ経済学　行動経済学

キーワード： マクロ経済実験　貧困の罠
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１．研究開始当初の背景 

 

実験経済学はこれまで社会効用やオークシ

ョン・デザインの実験など、主にミクロ経済

学のトピックを分析対象としてきた。実験マ

クロ経済学の専門学会であるLEEX 

International Conference on Theoretical 

and Experimental Macroeconomicsが2010 年

に発足したことも要因の一つとしつつ、近年

急速にマクロ経済学のトピックが実験対象と

して許容されつつある。 

動学一般均衡モデルの理論予測や政策含意

をテストするマクロ経済実験は、経済成長に

関する理論モデルの誕生後50年以上を経て、

21世紀に入りようやく開始された。マクロ成

長理論を用いた経済実験の嚆矢となったのは

Ramsey型の新古典派成長モデルを実験プラッ

トフォームとしたLei and Noussair (2002, 

American Economic Review 92, pp. 549-570) 

であり、Ramsey型の単調に成長する理論モデ

ルの予想が、実験データと整合的であること

が確認された。 

これに対し、Capra et al.(2009, Economic 

Journal 119, pp. 977-1009)は生産過程にお

けるコーディネーション不良が原因の「貧困

の罠」が発生する理論モデルを実験プラット

フォームとして、その様な設定のもとでは低

成長の貧困の罠に陥る傾向が強いことを確認

した。各被験者の自由な消費・貯蓄の意志決

定は、経済全体を高成長に導くようにはなら

なかったのである。現実経済では生産過程に

何らかの外部効果があると考えるのが自然で

あり、自由な意思による配分の決定がファー

ストベストな結果を生まない可能性を、実験

データで示している。 

以上の様に、マクロ経済学（特に成長理論）

の理論予測と政策含意を、統制された経済実

験から得られたデータによって吟味し、理論

とデータの整合性を担保するという新しい展

開が国際的に見られる一方で、この様な試み

は日本においてはこれまでは皆無であった。

研究代表者が2012年から2015年にかけて上記

LEEX学会に参加し、情報収集した限り、日本

からのマクロ経済実験の成果はこれまで皆無

であった。経済成長論の理論的発展において

過去に日本人が果たしてきた役割が大きいも

のであったことを考えると、マクロ経済実験

の新しい潮流において日本に研究土壌が形成

されていないことは、日本における経済学研

究の世界的なプレゼンスを考えたとき、ひと

つの弱点となりうるものであり、克服すべき

課題であった。さらに、経済成長理論をプラ

ットフォームとした分析はマクロ経済実験の

中でも新しい試みであり、今後の蓄積が必要

とされているトピックである。 

 

２．研究の目的 
 

当初予定していたYamada (2008, Journal 

of Economic Behavior and Organization 67, 

pp.322-337) が提示した貧困の罠がある理論

モデルを実験プラットフォームで再現するこ

とが実験プログラムの技術的問題で不可能で

あったため、Capra et al.(2009, Economic 

Journal 119, pp. 977-1009)のプラットフォ

ームを移植して、貧困の罠に注目したマクロ

経済実験を行った。これにより、(1)経済実験

データが理論モデルの予測と整合的か、(2) 

貧困の罠に落ちた経済を良い成長経路に戻す

にはどの様な制度設計や介入が効果的である

か、を検討した。また、日本における実験マ

クロ経済学の端緒となり、今後の発展のため

の橋頭堡を築くことを目的とした。 

 
３．研究の方法 
 

Capra 等の既存研究では Ztree という実験

環境を構築する専用ソフトが用いられてい

たが、実験データを提供する被験者にとって、

簡便なツールとはとても言えず、扱いにくい

ものであった。このため、得られたデータが

コンピューターへの理解が強い一部の被験



 

 

者から得られた、一般性のないものと受け取

られる可能性があった。そこで、実験マクロ

経済学を実験者にとっても被験者にとって

も「敷居の低い」ものにするために、実験ツ

ールを簡便なものに改良することは今回の

研究プロセスの主要な課題であり、実際に多

くの予算が実験用アプリケーションの開発

に投資されることになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 1:資産交換スキーム） 

 

図 1は開発された実験アプリケーションの、

被験者用画面で、資産を取引する市場取引の

入力画面である。Ztree で開発する物と異な

り、簡便で直感的な操作が可能であり被験者

に無駄な認知的負担を強いることが無い。こ

のため、学歴など様々な背景をもつ被験者に

対して、実験をよりスムーズに行うことが可

能であった。使用されている言語ももちろん

日本語である。 

下の図 2は被験者が消費、貯蓄の意思決定

を行う画面となっており、資産交換と合わせ

て 2段階で 1ラウンドの意思決定は終了する。 

各ラウンドの終了時点で次のラウンドに

ゲームが継続するかどうかがランダムに決

定される（継続確率は 80％）。経済の継続確

率が 100％ではないため、各被験者は早期に

消費する誘因をもつが、一方で経済全体の総

資産数が 31 単位を越えない限り生産性が低

下する設定となっており、それが「貧困の罠」

の要因となっている。 

 

（図 2: 消費・貯蓄の決定） 

 

       （図 3: フィードバック） 



 

 

最後に、図 3にあるように実験の進行は

管理者画面で随時モニターすることが可能

で、被験者の獲得ポイントをフィードバック

するシステムも組み込まれている。被験者に

対しては、実験の終了後に経済実験での獲得

ポイントに応じた参加報酬が支払われた。 

 

４．研究成果 

 

 経済実験は 2016 年 2 月 17、18、24、25 日

にわたって、合計 30 人の被験者を対象に行

われた。ひとつの実験につき 5人の参加者が

必要なので、6つの実験を行うことができた。

場所は大阪大学の社会経済研究所の実験ラ

ボであり、被験者は全員大阪大学の学生であ

った。 

 36 セッションから、合計 153 ラウンドのデ

ータが得られたので、ひとつのセッションあ

たりのラウンド継続平均数は 4.3 となった。

つまり、資本蓄積プロセスが平均して 4回以

上繰り返されたということである。5 人のプ

レーヤー合計での初期保有資産量は Capra等

の研究と同じく 25 単位で、貧困の罠に陥る

閾値は 31 単位となっている。 

 今回の日本における実験では非常に興味

深い結果が得られた。つまり、合計 153 ラウ

ンドの意思決定で、貧困の罠を越える資本蓄

積が行われたのは、一度も無かったと言うこ

とである。これは Capra 等の研究と同一の実

験インストラクションを行った上での結果

であり、いくつかのケースで高成長を達成し

ていたという先行研究の実験結果と比べて、

全く異なった強い結果となっている。 

 図 4が今回の実験データの纏めとなってい

る。横軸はラウンドの進行を表し、縦軸は 5

人合計の資産保有量を表している。資産保有

量については、6 つの実験グループそれぞれ

の各ラウンドにおける平均値を表示してい

る。（グループによって到達した最長ラウン

ドが異なるため、ラウンド回数が偶然短くな

ったグループについてはデータ系列が短く

なっていることに注意） 

どの実験グループにおいても、25 単位とい

う初期保有量に対し、ゲームの開始と同時に

プレーヤーは貯蓄ではなく消費を行いはじ

めている。ラウンドによらず、貯蓄を行うこ

とによって他のプレーヤーたちの生産性向

上に貢献するという傾向は全く観察されず、

経済が総資産量 31 以下という貧困の罠から

抜け出せることはなかった。図から明らかな

ように、この結果はどの実験グループに対し

ても頑健にみられており、グループの男女比

や年齢構成にも依存していない。 

  (図 4: 資産保有量変化のパターン) 

 

 まず、本実験は日本で行われた成長理論を

プラットフォームとしたマクロ経済実験と

しては、おそらく初の結果を提供しているこ

とが重要である。Capra 等の実験は米国で行

われたが、それと今回の日本研究の結果を比

較すると、経済が貧困の罠に落ちる傾向は日

本における結果のほうがむしろ頑健に見え

る。これは、米国の方がより個人主義で、日

本の方がより集団を重んじるというステレ

オタイプとは異なっており、実験データの示

唆としては興味深い。今後は経済実験を継続

することで、貧困の罠に落ちる傾向をどの様



 

 

にして弱めることが出来るのか検討してい

きたい。それらの結果を全て揃えることが出

来た後に、本研究で得られる一連のデータを

論文化し、国際ジャーナルへの掲載を目指す

ものとする。 
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